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前  文 

 

千葉市（以下「市」という。）は、千葉市新港学校給食センター整備事業（以下「１期

事業」という。）を実施するに当たり、より効率的な事業の実施を図るとともに、民間が

有する食品衛生等に関するノウハウを活用し、より豊かで安全な学校給食の実現を図る

ため「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11 年法

律第 117 号）に従い、本件施設の設計、建設、運営、維持管理を民間事業者に対して一

体の事業として発注することとした。 

 

市は、１期事業の実施のため、総合評価一般競争入札を実施し、最も優れた提案を行

った入札参加者グループを落札者として選定した。当該入札参加者グループは、１期事

業を実施するために特別目的会社（以下「１期事業者」という。）を設立し、市と１期事

業者は、千葉市議会の議決を経て、１期事業にかかる事業契約を締結し、本事業を開始

した。 

 

  市は、１期事業が令和７年９月末終了するところ、終了後も本件施設を引き続き市内

の中学校等への給食提供のために使用し、機能維持のための施設等の修繕を実施するこ

と、及び本件施設の維持管理・運営を包括的に民間事業者に委託する方針を定め、これ

らを内容とする千葉市新港学校給食センター維持管理運営長期包括事業（以下「本事業」

という。）を定めた。市は、本事業にかかる入札説明書を公表して、民間事業者の提案を

求め、参加した民間事業者のうち最も優れた提案を行った入札参加者グループを落札者

として選定した。 

 

落札者として選定された入札参加者グループは、入札説明書に従い「本事業」を実施

するための特別目的会社たる株式会社●（以下「事業者」という。）を設立した。 

 

そこで、本事業を実施するために、市は事業者と次のとおり契約を締結する。 

 

第１章 総則 
 

（目的及び解釈） 
第１条 本契約は、市及び事業者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要

な事項を定めることを目的とする。 

２  本契約において用いられる用語は、本文中において特に明示されているものは当該

明示された意味を、別紙１において定義されているものは当該定義された意味を、そ

れぞれ有するものとする。 

 

（公共性及び事業者による事業の趣旨の尊重） 
第２条 事業者は、本事業が給食センターの維持管理及び学校給食の調理及び提供を含

む点で公共性を有することを十分理解し、本事業の実施に当たっては、かかる趣旨を

尊重するものとする。 

２  市は、本事業が事業者によって実施されることを十分理解し、法律の範囲内で地方

自治の本旨に従いかかる趣旨を尊重するものとする。 

 

（事業日程） 
第３条 本事業の日程は次のとおりとする。 

準備期間 本契約の締結から維持管理・運営開始日の前日まで 
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維持管理・運営期間 業務開始日から業務終了日まで 

 

（本事業の概要） 
第４条 事業者は、本事業において、引継等業務、本件施設の維持管理業務及び運営業

務、並びにこれらに付随し、関連する一切の業務を実施する。 

 

（規定の適用関係） 
第５条 事業者は、本事業を、本契約、入札説明書等、本件施設の竣工図書及び提案書

に従って遂行するものとする。ただし、これらの内容に相違のある場合は、本契約、

入札説明書等、本件施設の竣工図書及び提案書の順に優先して適用されるものとする。

質問回答の内容は、質問対象の書類と一体をなすものとする。 

２  提案書と入札説明書等の一部である要求水準書の内容に差異がある場合は、提案書

に記載されたサービスの水準が要求水準書に記載されたサービスの水準を上回ると

きに限り、入札参加者提案が優先して適用されるものとする。 

 

（契約の保証） 
第６条 事業者は、本契約の締結と同時に、契約保証金を納付し、又は次の各号のいず

れかに掲げる保証を付さなければならない。ただし、第３号の場合においては、履行

保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を市に寄託しなければならない。 

(1) 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

(2) 本契約による債務の不履行により生じる損害金の支払を保証する銀行又は市

が確実と認める金融機関の保証 

(3) 本契約による債務の不履行により生じる損害をてん補する履行保証保険契約

の締結 

２  前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保証

の額」という。）は、維持管理・運営期間の各年度（本契約の締結と同時に納付する

ものについては次年度）の当初において当該年度の事業者の業務履行に対して支払わ

れる予定の委託料の 10 分の１に相当する額以上としなければならない。 

３  第１項の規定により、事業者が同項第１号又は第２号に掲げる保証を付したときは、

当該保証は、契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第 3 号に

掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４  各年度の途中で委託料の変更があった場合には、保証の額が変更後の当該年度の事

業者の業務履行に対して支払われる予定の委託料の 10 分の１に相当する額（本契約

の締結と同時に納付するものについては次年度の業務履行に対して支払われる予定

の委託料の 10 分の１に相当する額）に達するまで、委託者は、保証の額の増額を請

求することができ、事業者は、保証の額の減額を請求することができる。 

５  事業者は、第１項第２号又は第３号の保証を付した場合において、あらかじめ保証

期間の設定がされているものにつき、契約期間の変更が行われたときは、保証期間の

変更を行うとともに当該変更を証する書面を委託者に提出しなければならない。 

 

（監督職員） 
第７条 市は、委託業務（本契約に基づく委託により事業者が実施すべき業務をいう。

以下同じ。）を監督するとともに、事業者との連絡及び協議等に当たらせるため、監督

職員を置くことができるものとする。 

２  市は、前項の規定により監督職員を置いたときは、監督職員の職位及び氏名を事業

者に通知しなければならない。監督職員を変更したときも同様とする。 

３  監督職員は、本契約の他の条項に定めるもの及び本契約に基づく市の権限とされる
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事項のうち市が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、次に掲げる権限を有す

る。 

(1) 委託業務を実施させるための統括責任者に対する業務に関する指示 

(2) 本契約の内容に関する事業者の確認の申出又は質問に対する承諾若しくは回

答 

(3) 本契約の履行に関する事業者又は統括責任者との協議 

４  前項の規定による監督職員の指示及び回答は、書面により行われるものとする。 

５  本契約に定める書面の提出及び受領は、特に定めがある場合を除き、監督職員を経

由して行うものとする。 

６  市は、２名以上の監督職員を置き、第３項の権限を分担させたときにあってはそれ

ぞれの監督職員の有する権限の内容を、本契約に基づく市の権限の一部を委任したと

きにあっては当該委任した権限の内容を、事業者に通知しなければならない。 

７  事業者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、市

に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を執るべきことを請求するこ

とができる。 

８  市は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について適当な

措置を執り、その結果を当該請求を受けた日から 10 日以内に事業者に通知しなけれ

ばならない。 

 

（事業者の資金調達） 
第８条 本事業の実施に関連する一切の費用は、本契約に別段の明示的な定めがある場

合を除き、全て事業者が負担するものとし、また、事業者が本契約の履行に必要な費

用を確保するための資金調達は、全て事業者が自己の責任において行うものとする。 

 

（市の請求による要求水準書の変更） 

第９条 市は、要求水準書に定める要求水準の変更事由があると認めるときは、要求水

準書の変更の内容及び変更の理由を事業者に通知して、要求水準書の変更の協議を請

求することができる。 

２ 事業者は、前項の通知を受けたときは、14 日以内に、市に対して次に掲げる事項を

通知し、市と協議を行わなければならない。 

(1) 要求水準書の変更が委託業務に及ぼす影響 

(2) 要求水準書の変更に伴う事業日程の変更の有無 

(3) 要求水準書の変更に伴う委託料の変更の有無 

(4) 要求水準書の変更に対する意見 

３ 第 1 項の通知の日から 14 日以内に事業者から市に対して前項の規定による通知が

なされない場合、又は前項の規定による通知の日から 14 日を経過しても同項の協議

が整わない場合において、市は、必要があると認めるときは、要求水準書を変更し、

事業者に通知することができる。この場合において、事業者に、増加費用又は損害が

発生したときは、市は必要な費用を負担しなければならない。ただし、事業者が増加

費用又は損害の発生を防止する努力を怠った場合においては、この限りでない。 

４ 要求水準書の変更が行われた場合において、市は、必要があると認めるときは、理

由を示して業務計画書の変更を求める旨を事業者に通知することができる。 

 

（事業者の請求による要求水準書の変更） 

第１０条 事業者は、必要があると認めるときは、次に掲げる事項を市に通知して、

要求水準書の変更の協議を請求することができる。 

(1) 要求水準書の変更の内容 
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(2) 要求水準書の変更の理由 

(3) 要求水準書の変更に伴う事業日程の変更の有無 

(4) 要求水準書の変更に伴う委託料の変更の有無 

(5) 要求水準書の変更に伴い業務計画書の変更が必要となる場合にあっては、当該

変更内容の概要 

２ 市は、前項の通知を受けたときは、14 日以内に、事業者に対して要求水準書の変更

に対する意見を通知し、事業者と協議を行わなければならない。 

３ 前項の通知の日から 14 日を経過しても前項の協議が整わない場合には、市は、要

求水準書の変更について定め、事業者に通知する。 

４ 要求水準書の変更が行われた場合において、市は、必要があると認めるときは、理

由を示して業務計画書の変更を求める旨を事業者に通知することができる。 

５ 要求水準書の変更が行われた場合において、市は、必要があると認めるときは、委

託料の変更について事業者と協議し、これを変更するものとする。 

６ 事業者は、新たな技術の導入等により委託業務の履行に係る費用の減少が可能であ

る場合は、市に対し積極的にその提案を行うものとする。 

 

第２章 業務の準備 

 

（業務の引継） 
第１１条 事業者は、準備期間において、要求水準書に従い、１期事業者から業務の引

き継ぎを受けるほか、その他の引継等業務を実施するものとする。 

２  市は、事業者が前項の引継等業務を円滑に実施できるよう、１期事業者に対して必

要な指示等を行うものとする。 

 

（業務体制の構築） 
第１２条 事業者は、自らの責任及び費用において、業務開始日から本契約、要求水準

書及び提案書に従い本業務を実施するために十分な業務実施体制を構築しなければ

ならない。 

２  事業者は、各業務開始日の１か月前までに、総括責任者及び維持管理業務責任者、

調理責任者、調理副責任者、食品衛生責任者及び配送責任者を、それぞれ選任して、

要求水準書に従い氏名その他必要な事項を市に報告しなければならない。 

３  事業者が前項に従い市に報告した責任者等を変更するときは、あらかじめ当該変更

を市に報告するものとする。 

４  総括責任者は、引継等業務及び維持管理・運営業務の実施を統括するほか、委託料

の変更、事業日程の変更、委託料の請求及び受領、次条第１項の請求の受理、同条第

３項の措置及び通知、並びに本契約の解除に係る権限を除き、本契約に基づく事業者

の一切の権限を行使することができる。 

５  第２項に規定する責任者等の本件施設への常駐の要否及び兼務の可否は要求水準

書の定めるところによる。 

 

（責任者等に関する措置請求） 
第１３条 市は、前条第２項に規定する責任者等がその職務の執行につき著しく不適当

と認められるときは、事業者に対して、その理由を明示した書面により必要な措置を

執るべきことを請求することができる。 

２  市は、事業者が引継等業務及び維持管理・運営業務を実施するために使用している

業務従事者等で業務の実施又は管理につき著しく不適当と認められるものがあると

きは、事業者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を執るべきこと
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を請求することができる。 

３  事業者は、前二項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について

適当な措置を執り、その結果を当該請求を受けた日から 10 日以内に市に通知しなけ

ればならない。 

 

（本件施設の確認） 
第１４条 市及び事業者は、準備期間において、本件施設の現状について、双方立会い

の上、確認するものとする。 

２  前項の確認の結果、本件施設の性状等が、入札説明書等で示された内容及び現地見

学会から合理的に推測されるところから逸脱し、かつ、当該逸脱により事業者の委託

業務の実施に著しい支障が生じると認められるときは、事業者は、市に対してその状

況を通知しなければならない。 

３  市は、前項の通知を受けたときは、速やかにその状況を確認し、必要に応じ、その

取り扱いについて事業者と協議を行い、必要な措置を執るものとする。 

 

（業務計画書の作成及び提出） 
第１５条 事業者は、要求水準書に従い、運営業務に係る業務全体計画書、運営マニュ

アル、HACCP 対応マニュアル、維持管理業務にかかる業務全体計画書及び長期修繕計

画書を業務開始日の１か月前までに、令和８年度の運営業務に係る年度業務計画書及

び令和８年度の維持管理業務にかかる年度業務計画書を令和８年２月末までに、それ

ぞれ作成して市に提出し、市の承認を得るものとする。 

２  事業者は、運営業務に係る業務全体計画書及び維持管理業務に係る業務全体計画書

については、原則として維持管理・運営期間にわたり内容を変更しないものとし、変

更する場合は市の事前の承認を得なければならない。運営マニュアル及び HACCP 対

応マニュアルについては、内容を適宜見直すものとし、市の承諾を得た上で変更する

ものとする。 

 

（市による本件施設の維持管理・運営体制確認） 
第１６条 事業者は、準備期間において維持管理・運営業務の実施に必要な人材を確保

し、かつ、維持管理・運営業務の実施に必要な研修を行わなければならない。 

２  事業者は、本契約、要求水準書、及び提案書に従って維持管理・運営業務を実施す

ることが可能となる業務実施体制が整ったと認めたときは、市に対してその旨を通知

するものとする。 

３  市が事業者から前項に規定する通知を受けた場合、市は、事業者に対して、維持管

理・運営業務の実施体制を確認するため、本件施設の設備等の試稼動及び調理業務の

リハーサル等の実施を求めることができる。本項による確認の結果、維持管理・運営

業務の実施体制が本契約、入札説明書等、事業者がすでに市に提出した業務計画書又

は提案書で必要とされる条件を満たしていないと市が合理的に判断したときは、市は、

事業者に対してその是正を求めることができる。 

４  前項に規定する本件施設の設備等の試稼動及び調理業務のリハーサル等は、事業者

の責任及び費用により行うものとする。 

 

 

第３章 本件施設の維持管理及び運営 
第１節 総則 

 

（維持管理・運営業務） 
第１７条 事業者は、維持管理・運営業務期間中、自己の費用と責任において、日本国
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の法令、本契約（維持管理及び運営に関する市事業者間の合意事項は本契約の一部と

みなす。以下同じ。）、入札説明書等及び提案書に従って、維持管理・運営業務を遂行

するものとする。 

２  事業者は、維持管理・運営業務を善良なる管理者の注意義務をもって実施しなけれ

ばならない。 

３  事業者は、自己の費用と責任において、騒音、臭気、振動その他維持管理・運営業

務の遂行により近隣住民の生活環境に与える影響を検討し、合理的に要求される範囲

の近隣対策を実施するものとする。 

４  前項に定める近隣対策の実施について、市の請求があった場合、事業者は、市に対

して、その内容及び結果を報告するものとし、市は、事業者に対して、必要に応じて

協力するものとする。 

５  本事業を行政サービスとして実施することに関する住民反対運動及び訴訟につい

ては、市が責任を負うものとする。 

 

（本件施設の維持管理・運営業務に関する許認可及び届出等） 
第１８条 事業者は、維持管理・運営業務に関する本契約上の義務を履行するために必

要な許認可を、自己の責任及び費用において取得しなければならない。ただし、市が

申請する必要が生じた場合には、市が必要な措置を講ずるものとする。 

２  事業者が市に対して協力を求めた場合、市は事業者による前項に定める許認可及び

届出等に必要な資料の提出その他について協力する。 

３  市が行う許認可の取得及び届出等について事業者に対して協力を求めた場合、事業

者は、当該許認可の取得や届出に必要な資料の提供その他について協力する。 

 

（第三者の使用） 
第１９条 事業者は、提案書で明示された者以外の者に維持管理・運営業務を実施させ

る場合は、事前に市の承諾を得るものとし、これを変更する場合も同様とする。ただ

し、市は承諾を拒む合理的理由がない限り、これらの承諾を速やかに与えるものとす

る。 

２  事業者が維持管理・運営業務の全部又は一部を第三者に対して請け負わせ又は委託

する場合、第三者への請負又は委託は全て事業者の責任において行うものとし、維持

管理・運営業務の実施に関して事業者又はその委託先や下請人等が使用する一切の第

三者の責めに帰すべき事由は全て事業者の責めに帰すべき事由とみなして、事業者が

責任を負うものとする。 

 

（年度業務計画書の提出） 
第２０条 事業者は、令和９年度以降の各年度について、各年度が開始する 30 日前ま

でに、要求水準書に基づき運営業務に係る年度業務計画書、維持管理業務に係る年度

業務計画書、及び長期修繕計画書（事業期間中）を作成して市に提出し、市の承認を

受けなければならない。 

２  事業者は、市の承認を受けた年度業務計画書又は長期修繕計画書（事業期間中）を

変更しようとするときは、あらかじめ市の承認を受けなければならない。 

３  市は、年度業務計画書の承認又はその変更の承認を行ったことを理由として、維持

管理・運営業務の全部又は一部について何らの責任を負担するものではない。 

 

（モニタリング） 
第２１条 市は、自らの費用負担において、維持管理・運営業務の要求水準を確保する

ために、定期的又は随時に、別紙[２]に規定するモニタリングを行うものとする。な
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お、モニタリングの詳細の項目及び方法等については各モニタリングの実施日までに

市が決定し、事業者に通知するものとする。 

２  前項によるモニタリングの結果、維持管理・運営業務の実施状況が本契約、入札説

明書等、市の承諾を得た計画書及びマニュアル類等、並びに提案書の内容を逸脱して

いることが判明した場合、市は事業者に対してその是正を指導するものとし、事業者

は第[29]条又は第[33]条に従い作成し、又は市に提出する報告書において、かかる指

導に対する対応状況を市に対して報告しなければならない。 

３  市は、モニタリングの実施、説明要求、説明の実施及び立会いの実施それ自体を

理由として、維持管理・運営業務の全部又は一部について、何らの責任を負担する

ものではない。 

 

（貸与品） 
第２２条 市は、要求水準書の別紙４に定める施設備品及び食器・食缶等並びに本件施

設の竣工図書(以下、まとめて「貸与品」という。)を事業者に無償で貸与する。 

２  事業者は、貸与品の引渡しを受けたときは、当該引渡しの日から 7日以内に、市に

借用書を提出しなければならない。 

３  事業者は、貸与品の引渡しを受けた後、当該貸与品に不具合等があり使用に適当で

ないと認めたときは、その旨を直ちに市に通知しなければならない。 

４  市は、事業者から前項の通知を受けた場合は、その取扱いを事業者と協議し、必要

な措置を執るものとする。 

５  事業者が、貸与の対象となる施設備品以外で、必要な備品として調達したものは施

設備品に含まれるものとし、その取り扱いは要求水準書の定めるところによるものと

する。 

６  事業者は、貸与品を善良なる管理者の注意義務をもって管理するものとし、故意又

は過失により貸与品を破損したときは、当該破損により市に生じた損害を賠償するも

のとする。 

７  事業者は、委託業務の終了、要求水準書の変更等によって不用となった貸与品を速

やかに市に返還しなければならない｡ 

８  事業者は、運営業務に必要となる調理備品を調達し、本件施設に設置する。調理備

品は事業者の所有物とし、事業者が適切に管理して運営業務のために使用する。 

 

（貸与する備品の特則） 
第２３条 貸与品については、準備期間において事業者が確認し、事業者の責任におい

て維持管理・運営業務の実施のために使用するものとする。ただし、事業者で不要と

判断したものは、事業者が市と協議の上、事業者が処分できるものとする。 

２  市が貸与品の更新が必要と認めたときは、事業者の責任及び費用負担により、給食

提供開始（事業者が実際に学校給食の調理及び学校への提供を開始することをいう。）

までに更新し、更新後の備品の所有権を市に移転するものとする。 

３  給食の配送車両は事業者で調達するものとし、事業者（リースにより調達した場

合は調達先のリース会社）の所有とする。事業者は、維持管理・運営期間の終了時

において、配送車両を本件施設から撤去する。 

 

（第三者に及ぼした損害等） 
第２４条 維持管理・運営業務の実施に伴い第三者に損害を及ぼした場合、事業者は、

当該損害を当該第三者に対して賠償するものとする。ただし、市の責めに帰すべき事

由による場合はこの限りではない。 

２  事業者が善良なる管理者の注意義務を尽くしても維持管理・運営業務に伴い避ける

ことができない騒音、臭気、振動その他の理由により、事業者が第三者に対して損害
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を及ぼした場合は、市が当該第三者に対して当該損害を賠償する。 

 

第２節 運営業務 

 

（運営業務の実施） 
第２５条 事業者は、業務開始日から運営業務を開始し、業務終了日まで運営業務を実

施する。 

 

（法令等の遵守） 
第２６条 事業者は、適用される法令、学校給食に関する通知及び通達等、並びにその

他の所轄官庁の指導等を遵守して運営業務を実施しなければならない。 

２  法令以外の所轄官庁の通達、要綱等の変更があるときは、事業者は市の指示に従う

ものとする。 

 
（調理義務） 
第２７条 事業者は、市が作成した献立に記載された給食を、市が検収の上、事業者に

提供する食材を材料として調理し、市が指定する配送先学校に運搬する。 

２  市が、事業者が給食を提供すべき日及び事業者が用意すべき給食の食数並びに給食

を配送する配送先学校を事業者に通知する方法及び手続きは要求水準書に規定され

た方法とする。要求水準書に規定されていない詳細事項、具体的な運用上の取り扱い

等は、市と事業者が別途協議して定めることができる。 

３  前項により市と事業者が定めた事項は書面によるものとし、市及び事業者は、これ

を遵守しなければならない。 

 

（食中毒等） 
第２８条 事業者は、要求水準書に規定された事項を遵守し、かつ善良なる管理者の注

意義務をもって運営業務を実施し、法令及び所轄官庁の指導、基準等を満たした安全

な給食を提供しなければならない。 

２  給食配送先学校において食中毒等が発生した場合、事業者は、自己の費用により、

保健所等の所轄官庁が行う原因究明調査に協力するものとする。 

３  前項の場合、事業者も自らの費用により、原因究明の調査を行い、その結果に関し

て市の承諾を得るものとする。 

４  給食の摂取が原因で第三者に損害を与えた場合、事業者はこれを賠償するものとし、

市が当該第三者に対し損害金を支払い又は損害賠償義務等を負担したときは、事業者

は市の請求により当該損害金又は損害賠償債務の金額に相当する金額を市に支払わ

なければならない。ただし、事業者がその責めに帰すべき事由によらないことを明ら

かにした場合又は原因解明に最善の努力を尽くしてもなお責任の所在が明らかにな

らない場合でその結果に関し市の承諾を得た場合には、市に対して当該損害金又は損

害賠償債務の金額に相当する金額を支払う義務を負わないものとする。 

５  事業者の調理した給食の摂取が原因で第三者に損害が生じた場合における、本件施

設の運営ができない期間の委託料の支払及び損害賠償（前項により市が事業者に対し

て求償できるものを除く。）は、以下のとおりとする。 

(1) 市の責めに帰すべき事由による場合、委託料については、本件施設の運営がで

きない期間において事業者が出費を免れた費用を控除した金額を支払うもの

とし、かつ、事業者の市に対する損害賠償を妨げない。 

(2) 市及び事業者の責めに帰すことのできない事由による場合、及び事業者が原因

解明に最善の努力を尽くしてもなお責任の所在が明らかにならない場合で、原

因解明につき第 3 項の市の承諾を得た場合、委託料については、本件施設の運
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営ができない期間において事業者が出費を免れた費用を控除した金額を支払

うものとし、その他、市又は事業者による損害賠償はないものとする。 

(3) 第（1）号及び第（2）号以外の場合、本件施設の運営ができなかった期間の委

託料の固定費のうち本件施設の維持管理業務に係る部分のみを支払うものと

し、かつ、市の事業者に対する損害賠償を妨げない。 

６  前項の場合で、第[36]条第３項に定める委託料の請求書を市が受領するときまでに、

市又は事業者のいずれの責めに帰すべき事由によるものかが判明しないとき又は原

因不明の結果に関して市の承諾が得られないときは、市は、事業者に対し、事業者の

請求に基づき委託料について、本件施設の運営ができない期間において事業者が出費

を免れた費用を控除した金額を仮払いするものとする。かかる仮払いの後、食中毒等

が前項第（3）号の事由によるものであることが判明した場合には、事業者は仮払を

受けた委託料のうち運営業務に係る部分及び別紙[２]の定めに従い減額又は支払留

保されるべきであった金額を、市に返還するものとする。 

 

（業務報告） 
第２９条 事業者は、要求水準書に従い、運営業務に係る日報、月次業務報告書、半期

業務報告書及び年度業務報告書を作成し、市に提出することにより、運営業務の結果

を市に報告するものとする。 

 

第３節 維持管理業務 

 

（維持管理業務の実施） 
第３０条 事業者は、業務開始日から維持管理業務を開始し、業務終了日まで維持管理

業務を実施する。 

 

（本件施設の補修・修繕・更新） 
第３１条 事業者は、本契約、要求水準書、市の承諾を得た長期修繕計画書及び長期修

繕計画書（事業期間中）及び提案書に従い、本件施設の補修・修繕・更新を、自己の

費用と責任において実施するものとする。ただし、市の責めに帰すべき事由により本

件施設の修繕（更新投資を含む。）を行った場合、市は、これに要した一切の費用を負

担するものとする。 

２  事業者が本件施設の補修・修繕・更新を行った場合、事業者は、必要に応じて当該

補修・修繕・更新を市から貸与を受けた竣工図書に反映し、改訂した竣工図書を市に

提出することとし、かつ、使用した設計図、施工図等の書面を市に対して提出するも

のとする。 

 

（報告等） 
第３２条 事業者が長期修繕計画書に記載のない修繕（ただし、軽微なものを除く。）を

行う場合、事業者は、事前に市に対してその内容その他必要な事項を通知し、かつ、

市の事前の承諾を得るものとする。ただし、直ちに修繕を行わなければ重大な損害を

生じる恐れがある場合については、事業者は、市の事前の承諾なく当該修繕を行うこ

とができ、この場合、事業者は、修繕後速やかに市に対しその内容等必要な事項を報

告するものとする。 

 

（日誌・報告書等） 
第３３条 事業者は、要求水準書に従い、維持管理業務に係る日報、月次業務報告書、

半期業務報告書及び年度報告書を作成し、市に提出することにより、維持管理業務の
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結果を市に報告するものとする。 

 

第４章 委託料の支払い 
（委託料） 
第３４条 市は、引継等業務及び維持管理・運営業務の実施の対価として、本契約に定

めるところに従い、別紙[３]に規定する委託料（以下、総称して委託料という。）を事

業者に対し支払うものとする。 

２  委託料は別紙[３]に規定されるところに従い改定される。 

 

（月次業務報告書の提出） 
第３５条 事業者は、要求水準書の定めに従い、翌月の 10 日までに運営業務にかかる

月次業務報告書（ただし、各年度の８月分を除く。）及び維持管理業務にかかる月次業

務報告書を提出し、前月の維持管理・運営業務の遂行状況を市に報告するものとする。 

２  市は、前項に規定する月報を受領した日の翌日から 10 日以内に維持管理・運営業

務の遂行内容を確認するものとし、事業者は、かかる業務確認に必要な協力をなすも

のとする。 

３  市は、事業者が維持管理・運営業務を本契約、要求水準書、業務計画書やマニュア

ル類、又は提案書に従って遂行していないと判断したときは、事業者に対し、別紙[２]

の手続きに従い必要な措置をとることができる。 

 

（委託料の支払手続） 
第３６条 事業者は、各年度における毎半期ごとに、過去６か月間における維持管理・

運営業務の完了を、市に対する半期業務報告書又は年度業務報告書の提出をもって報

告するものとする。 

２  市は、前項に規定する半期業務報告書又は年度業務報告書を受領したときは、受領

した日の翌日から 10 日以内に維持管理・運営業務の完了について検査し、報告対象

期間の維持管理・運営業務が完了されていると確認した場合には、その旨を事業者に

通知するものとする。検査の結果、事業者が維持管理・運営業務を本契約、要求水準

書、業務計画書及びマニュアル類、並びに提案書が要求する水準又は仕様を満たして

いないと判断したときは、市は、事業者に対し、別紙[２]の手続きに従い必要な措置

をとることができる。 

３  事業者は、市から維持管理・運営業務の完了を確認した旨の通知をうけたときは、

市に対して、当該６か月間における委託料の支払いを請求するものとする。 

４  市は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 30 日以内に当

該請求に係る委託料の支払いを行うものとする。 

 

（委託料の減額） 
第３７条 前条による市の業務確認により、維持管理・運営業務について本契約、入札

説明書等、業務計画書又はマニュアル類、若しくは提案書に定める内容を満たしてい

ない事項が存在することが判明した場合、市は、事業者に対して別紙[２]の手続に従

い委託料を減額するものとする。 

 

（委託料の返還） 
第３８条 半期業務報告書又は年度業務報告書に虚偽の記載があることが判明し、市が

これを事業者に対して通知した場合、事業者は、市に対して、当該虚偽記載が無けれ

ば市が前条の規定に従い減額し得た委託料の金額を速やかに返還するものとする。 

 

（委託料の調整） 
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第３９条 本契約に規定されたもの以外に学校給食の業務委託に関する特別な措置（事

業者の税の軽減を目的とする措置を含む。）が生じた場合、市と事業者は、委託料の減

額を目的として、その算定方法及び支払条件等について見直しのための協議を行うも

のとし、協議が整ったときは、委託料を調整するものとする。 

 

第５章 危険負担 
 

（本件施設の所有権） 
第４０条 本件施設の所有権は市に属する。 

 

（保険） 
第４１条 事業者は、契約期間中、別紙[４]に規定する保険を付さなければならない。 

２  事業者は、前項の保険を付したときは速やかに、付保を証する書面を添付して、市

に報告しなければならない。 

 

（臨機の措置） 
第４２条 事業者は、災害防止のため必要があると認めるときは、要求水準書やマニュ

アル類において非常時及び緊急時の対応等として定めるところに従うほか、臨機の措

置を執らなければならない。この場合において、必要があると認めるときは、事業者

は、あらかじめ、市又は監督職員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急かつ

やむを得ない事情があるときは、この限りではない。 

２  前項の場合において、事業者は、その執った措置の内容を市又は監督職員に直ちに

通知しなければならない。 

３  市又は監督職員は、災害防止その他業務を行う上で特に必要があると認めるときは、

事業者に対して臨機の措置を執ることを請求することができる。 

４  事業者が第１項又は前項の規定により臨機の措置を執った場合において、当該措置

に要した費用のうち、事業者が委託料の範囲において負担することが適当でないと認

められる部分については、市がこれを負担する。 

 

第６章 契約期間及び契約の終了 
（契約期間） 
第４３条 本契約は、締結日からその効力を生じ、業務終了日に終了するものとする。 

２  事業者は、前項で定める本契約の終了のときまでに維持管理・運営業務を完了しな

ければならない。 

 

（契約期間満了時の業務） 
第４４条 市と事業者は、維持管理・運営期間終了の３年前から、運営及び維持管理の

各業務の引継ぎについての協議を開始するものとする。また、事業者は維持管理・運

営期間終了の３年前までに、要求水準書で規定する引継業務にかかる提出書類を作成

して、市に提出する。 

２  事業者は、前項後段により事業者が市に提出した書類のうち、次期修繕提案書につ

いては、維持管理・運営期間終了の１年前に時点修正を行い、再度市に提出する。 

３  事業者は、契約期間終了の６か月前から維持管理・運営業務に関して必要な説明を

市に行うとともに、資料を提供するほか、維持管理・運営業務の承継に必要な引継マ

ニュアルを作成し、維持管理・運営期間終了の６か月前までに市に提出するものとす

る。 

４  事業者は、維持管理・運営期間終了時において、本件施設が要求水準書の定める維
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持管理・運営期間終了時の要求水準を満たす状態で、本件施設を市に引き渡すものと

する。 

５  事業者は、維持管理・運営業務の引継ぎに必要な事項について後任の受託者（未定

の場合は市）に説明し、その従事者の指導教育に協力するものとする。 

６  事業者は、調理備品について市と協議を行い、市の決定に従うものとする。 

 

（事業者の事由による解除） 
第４５条 次に掲げる場合は、市は、事業者に対する書面による通知により本契約を解

除することができる。 

(1) 別紙[２]の定めるところにより解除するとき。 

(2) 事業者の責めに帰すべき事由により、給食配送先学校において食中毒が２回以

上発生したとき（同一の給食配送先学校かどうかは問わない）。 

(3) 事業者の責めに帰すべき事由により、連続して７営業日以上、事業者が維持管

理・運営業務を行わないとき。 

(4) 事業者の維持管理・運営業務の実施義務以外の本契約上の債務の不履行があり、

市が相当期間の催告をしたにもかかわらず事業者が債務の履行をしないとき。 

(5) 事業者に係る、破産、会社更生、民事再生又は特別清算の手続について事業者

の取締役会でその申立を決議したとき又は第三者（事業者の取締役を含む。）に

よりその申立がなされたとき。 

(6) 事業者が、意図的に、業務報告書に著しい虚偽記載を行い、市がこれを訂正す

るよう指示したにもかかわらずかかる指示に従わないとき。 

(7) 事業者の責めに帰すべき事由により履行不能が生じたとき。 

(8) 構成員（代表企業を含む。）又は協力企業が基本協定第[７]条第[４]項各号に

該当したとき 

(9) 契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供がないとき。 

２  次の各号に掲げる者が本契約を解除した場合は、前項第７号に該当する場合とみな

す。 

(1) 事業者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年

法律第 75 号）の規定により選任された破産管財人 

(2) 事業者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成

14 年法律第 154 号）の規定により選任された管財人 

(3) 事業者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成

11 年法律第 225 号）の規定により選任された再生債務者等 

３  市は、第１項により本契約を解除し、又は第２項に掲げる者が本契約を解除したと

きにおいて、解除により事業者に生じる損害について一切の責任を負担しない。 

 

（市の債務不履行及び市の事由による解除） 
第４６条 市が委託料その他の本契約に基づく金銭の支払を遅延した場合、市は、事業

者に対して、当該支払うべき金額につき遅延日数に応じ、当該支払遅延が生じたとき

の政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条の規定

により財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する率で計算した額を遅延損

害金として支払うものとする。 

２  市が委託料を支払わず又は本契約上のその他の重要な義務に違反し、かつ、事業者

による通知の後 60 日以内に当該不払い若しくは違反を是正しない場合又は市の債務

不履行により本事業の目的を達成することができないと認められる場合、事業者は、

市に対する書面による通知により、本契約を解除することができる。 

 

（解除の効果） 
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第４７条 第[45]条、前条、第[49]条又は第[53]条により本契約が解除されたとき（以

下本条で「本契約が中途解除されたとき」という。）は、本契約は将来に向かってその

効力を失う。 

２  本契約が中途解除されたときにおいて、履行済の維持管理・運営業務に対応する委

託料で未払いのものがあるときは、市は事業者との協議に基づき未払い分を支払うも

のとする。この場合における委託料の支払手続は別紙[３]を準用する。 

３  本契約が中途解除されたときは、事業者は速やかに業務を終了し、事業者又は事業

者から業務の委託を受けた者が所有若しくは管理する物件を撤去し、本件施設を市に

引渡すものとする。ただし、調理備品については、市と協議を行い、市が決定した取

扱いに従うものとする。 

４  事業者は、本契約が中途解除されたときは、市又は市が指定する後継の業務受託者

に委託業務の引継ぎを行う。引継ぎに必要な費用は事業者が負担する。 

５  本契約が第[45]条第１項各号のいずれか（第８号を除き、同条第２項で同条第１項

第７号に該当するとみなされる場合を含む。）により解除されたときは、事業者は解

除の日が属する年度の業務履行に対応する委託費の 10 分の１に相当する金額の違約

金を、市に支払わなければならない。また、事業者は解除により市に違約金を超える

損害が生じたときは、当該超過分の損害を賠償しなければならない。 

６  第[６]条の規定により契約保証金の納付又はこれに変わる担保の提供が行われて

いるときは、市は、当該契約保証金又は当該担保をもって前項の違約金及び損害賠償

に充当することができる。 

７  本契約が前条第２項により解除されたときは、市は、解除により生じた事業者の損

害を賠償しなければならない。 

 

第７章 法令変更 
（通知の付与） 
第４８条 本契約当事者は、本契約の締結日の後に法令が変更されたことにより、本契

約に基づく自己の義務を履行することができなくなった場合、又は本契約の履行のた

めの費用の増加が見込まれる場合、その内容の詳細を記載した書面をもって直ちにこ

れを相手方当事者に対して通知するものとする。 

２  本契約当事者は、前項の通知がなされた以降において、本契約に基づく自己の義務

が適用ある法令に違反することとなった場合、履行期日における当該自己の義務が適

用法令に違反する限りにおいてその履行義務を免れるものとする。ただし、当該当事

者は法令変更により相手方当事者に発生する損害を最小限にするよう努力するもの

とする。 

 

（協議及び追加費用の負担） 
第４９条 市が事業者から前条第１項の通知を受領した場合、市及び事業者は、当該法

令変更に対応するために速やかに本契約、要求水準書、業務計画書及びマニュアル類

の変更及び増加費用の負担について協議するものとする。なお、税制改革等による新

たな税制に伴う事業者の税負担については、市は、協議に応じるものとする。 

２  前項の協議にかかわらず、法令変更の公布日から 60 日以内に本契約等の変更及び

追加費用の負担についての合意が成立しない場合、市は、法令変更に対する対応方法

を事業者に対して通知し、事業者は、これに従い本事業を継続するものとし、この場

合の追加費用の負担は、別紙[５]に記載する負担割合によるものとする。 

３  本契約締結後に法令以外の所轄官庁の通達、要綱等の変更があるときは、事業者は

市の指示に従うものとし、市の指示に従うことにより、事業者に追加費用が生じる場

合は市の負担として、委託料の見直しを行う。ただし、追加費用の額が多大となる場

合には、次条を準用し、市は本契約を解除できるものとする。 
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（契約の終了） 
第５０条 本契約の締結後における法令変更により、市が本事業の継続が困難と判断し

た場合又は市又は事業者が本契約の履行のために多大な費用を要すると判断した場

合、市又は事業者は、相手方と協議の上、本契約を解除することができる。 

２  前項により本契約が解除される場合、第[47]条に従い本契約を終了するものとし、

市は、事業者が本契約の終了により支出した実費相当額を負担するものとする。 

 

第８章 不可抗力 

 

（通知の付与） 
第５１条 本契約の締結日の後に不可抗力により、本契約、要求水準書、業務計画書及

びマニュアル類、並びに提案書で提示された条件に従って維持管理・運営業務を行う

ことができなくなった場合、又は本契約の履行のための費用の増加が見込まれる場合、

事業者は、その内容の詳細を記載した書面をもって直ちにこれを市に対して通知する

ものとする。 

２  本契約当事者は、前項の通知がなされた以降において、本契約に基づく自己の義務

が不可抗力により履行不能となった場合、履行期日における当該義務の履行義務を免

れるものとする。ただし、当該当事者は不可抗力により相手方当事者に発生する損害

を最小限にするよう努力するものとする。 

 

（協議及び追加費用の負担） 
第５２条 市が事業者から前条第１項の通知を受領した場合、市及び事業者は、当該不

可抗力に対応するために速やかに本契約、要求水準書、業務計画書及びマニュアル類

の変更及び追加費用の負担について協議するものとする。 

２  前項に規定する協議にかかわらず、不可抗力が生じた日から 60 日以内に本契約等

の変更及び追加費用の負担についての合意が成立しない場合、市は、不可抗力に対す

る合理的な対応方法を事業者に対して通知し、事業者は、これに従い本事業を継続す

るものとし、この場合の追加費用の負担は、別紙[６]に記載する負担割合によるもの

とする。 

 

（契約の終了） 
第５３条 本契約の締結後における不可抗力により市が本事業の継続が困難と判断し

た場合又は市が本契約の履行のために多大な費用を要すると判断した場合、市又は事

業者は、相手方と協議の上、本契約を解除することができる。 

２  前項により本契約が解除される場合、第[47]条に従い本契約を終了するものとし、

市は、事業者が本契約の終了により支出した実費相当額を負担するものとする。 

 

第９章 関係者協議会 
（関係者協議会の設置） 
第５４条 市及び事業者は、本事業に関し必要な協議を行うため、関係者協議会を設置

するものとする。 

２  関係者協議会は、本契約において市事業者の協議によるとされる事項及び市事業者

が必要と認める事項のうち、関係者協議会で協議される事項として合意された事項に

ついて、協議し、決定するものとする。市及び事業者は、かかる関係者協議会の決定

事項を遵守するものとする。 

３  市及び事業者は、必要と判断した場合には、関係者協議会の下部組織として分会を
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設けることができる。 

４  関係者協議会は、市及び事業者を代表する者により構成されるものとする。また、

市及び事業者は、必要と判断した場合には、構成員以外の第三者を関係者協議会又は

分会に招致し、意思決定に際してかかる第三者の意見を聴取することができる。 

５  関係者協議会及び分会における協議事項は、出席者による十分な討論を経た上で決

定されるものとする。その他の関係者協議会及び分会の運営に関する細目事項は、関

係者協議会における協議により定めるものとする。 

 

 

第１０章 その他 
（公租公課の負担） 
第５５条 本契約及び本契約に基づく一切の業務の実施に関連して生じる公租公課は、

全て事業者の負担とする。市は、委託料及びこれに対する消費税（地方消費税も含む。）

を支払うほかは、本契約に別途定めがある場合を除き、関連する全ての公租公課につ

いて別途負担しないものとする。 

 

（損害賠償等） 
第５６条 市及び事業者は、それぞれ、本契約に定める義務を履行せず、相手方に損害

を生じさせたときは、本契約に特に定める場合を除き、当該損害を賠償しなければな

らない。 

２  事業者が、本契約に基づき行うべき支払を遅延した場合、未払い額につき延滞日数

に応じ「国の債権の管理等に関する法律施行令（昭和 31 年政令第 337 号）」第 29 条

第１項に規定する財務大臣が定める率の割合で計算した額の遅延損害金を市に支払

わなければならない。 

３  事業者は、本事業の入札に関して構成員又は協力企業が基本協定書第[７]条第４項

各号のいずれかに該当するときは、市が本契約を解除するか否かを問わず、かつ、市

が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、本契約の契約金額の 10

分の 2 に相当する額の賠償金を支払わなければならない。ただし、次の各号のいずれ

かに該当するときは、この限りではない。 

(1) 基本協定書第７条第４項第１号又は第２号に該当する場合において、確定した

命令又は審決の対象となる行為が独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な

取引方法（昭和 57 年６月 18 日公正取引委員会告示第 15 号）第６項に規定す

る不当廉売の場合その他市が特に認める場合。 

(2) 基本協定書第７条第４項第３号のうち、構成員又は協力企業（その役員又は使

用人を含む）が刑法第 198 条の規定に該当し、刑が確定したとき。ただし、構

成員又は協力企業について同法第 96 条の３の規定に該当し、刑が確定したと

きを除く。 

４  前項の規定は、本契約による事業者の履行が完了した後においても適用するものと

する。 

５  第３項の規定は、市に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超える場

合において、超過分につきなお請求することを妨げるものではない。同項の規定によ

り事業者が賠償金を支払った後に、実際の損害額が同項に規定する賠償金の額を超え

ることが明らかとなった場合においても同様とする。 

６  第３項の賠償金及び前項の損害賠償は、構成員又は協力企業が基本協定書第[11]条

第２項及び第７項に従い賠償金及び損害賠償を支払ったときは、事業者に対して請求

しない。 

 

（新株発行等） 
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第５７条 事業者は、市による事前の承諾がない限り、事業者が設立された当時からの

株主以外の第三者に対して新株を発行しないものとする。事業者は、本契約の締結後、

速やかに、株主に別紙[７]の様式による出資者保証書を作成させ、これを市に提出し

なければならない。 

 

（決算報告書の提出） 
第５８条 事業者は、本契約の期間中、各年度の終了後３か月以内に年度報告書を提出

するとともに、公認会計士による監査済みの最新の決算報告書に基づいて、市に決算

報告を行うものとする。 

 

（事業者の解散） 
第５９条 事業者は、維持管理・運営期間の最終日（本契約が中途解約により終了した

場合は、その終了日）の翌日以降であっても、本契約に基づく権利義務がすべて履行

されるまで解散することはできない。ただし、市が事前に承諾した場合はこの限りで

はない。 

 

第１１章 雑則 
（本件施設の見学者対応） 
第６０条 事業者は、市が受け入れる本件施設の見学者対応に関し、必要な協力を行わ

なければならない。 

 

（協議） 
第６１条 市と事業者は、必要と認める場合は適宜、本契約に基づく一切の業務に関連

する事項につき、協議を求めることができる。ただし、関係者協議会で協議される事

項については、この限りではない。 

 

（請求、通知等の様式その他） 
第６２条 本契約に定める、請求、通知、報告、承諾、承認、勧告、催告及び解除は、

相手方に対する書面をもって行われるものとする。 

２  本契約の履行に関して市と事業者の間で用いる計算単位は、要求水準書に特別の定

めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第 51 号）に定めるものとする。 

３  本契約上の期間の定めは、民法（明治 29 年法律第 89 号）及び商法（明治 32 年法

律第 48 号）が規定するところによるものとする。 

 

（契約上の地位の譲渡） 
第６３条 市の事前の承諾がある場合を除き、事業者は、本契約上の地位及び権利義務

を第三者に対して譲渡し、担保に提供し、又はその他の処分をしてはならない。 

２  事業者は、成果物（未完成の完成物及び業務を行う上で得られた記録等を含む。）

を第三者に譲渡し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただ

し、あらかじめ、市の承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

（秘密保持） 
第６４条 市及び事業者は、互いに本事業に関して知り得た相手方の秘密を自己の役員

及び従業員又は自己の代理人、コンサルタント及び本条第２項により秘密保持義務を

負う業務受託者等以外の第三者に漏らし、また、本契約の履行以外の目的（ただし、

適用法令に基づく場合を除く。）に使用してはならない。ただし、開示する事項が以下

のいずれかに該当する場合はこの限りでない。 
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(1) 本契約締結時に、既に公知又は既知のもの 

(2) 本契約締結後に市及び事業者の責めに帰すべからざる事由により公知となっ

たもの 

(3) 市又は事業者が第三者から秘密保持義務を負うことなく合法的に取得したも

の 

(4) 法律、政令、規則、条例上の要請又は官公署の命令等により開示を要請された

もの 

(5) 市又は事業者が相手方より入手した情報を使わずに単独で取得したもの 

２  事業者は、事業者が維持管理・運営業務遂行のために契約を締結する業務受託者等

につき、本契約に基づき事業者が負担するのと同様の秘密保持義務を負わせるものと

する。 

 

（個人情報の保護） 
第６５条 市及び事業者は、本件施設の利用者の個人情報を取扱うときは、その保護を

図るために、本事業に関連して知り得たかかる個人情報について別紙[８]に従い適切

な管理を行うものとする。 

 

（暴力団排除） 
第６６条 本契約に別紙[９]として添付する暴力団等排除に係る契約解除と損害賠償

に関する特約は本契約と一体をなすものとし、事業者は別紙[９]に定めるところを遵

守する 

 

（準拠法） 
第６７条 本契約は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈される。 

 

（管轄裁判所） 
第６８条 本契約に関する紛争は、千葉地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とするも

のとし、市及び事業者は、本契約をもって、同裁判所の専属的管轄に服することに合

意する。 

 

（定めのない事項） 
第６９条 本契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は本契約の解

釈に関して疑義が生じた場合は、その都度、市及び事業者が誠実に協議の上、これを

定めるものとする。 

（以下余白） 
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本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、市及び事業者がそれぞれ記名押

印の上、各自その１通を保有するものとする。 

 

令和●年●月●日 

 

市： 

千葉市中央区千葉港１番１号 

千葉市 

 市 長  

 

 

 

事業者： 

[住 所] 

[名 称] 

[代表者] 
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別紙１ 

 

定義集 
 
1 「維持管理業務」とは、要求水準書に規定する維持管理業務をいう。 

2 「運営業務」とは、要求水準書に規定する運営業務をいう。 

3 「維持管理・運営業務」とは、維持管理業務及び運営業務をいう。 

4 「業務開始日」とは、事業者が維持管理・運営業務を開始すべき日である令和８年

４月 1 日をいう。 

5 「業務終了日」とは、事業者が維持管理・運営業務を完了すべき日である令和 18 年

３月末日をいう。 

6 「委託料」とは、別紙[３]に規定する、引継等業務及び維持管理・運営業務の実施

の対価として市が支払う金額をいう。 

7 「維持管理・運営期間」とは、業務開始日から業務終了日までをいう。 

8 「年度」とは、本契約締結後、各暦年の４月１日に始まり、翌年の３月 31 日に終

了する１年間をいう。 

9 「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地滑り、落盤、落雷、地震、火災、

有毒ガスの発生、その他自然災害又は騒乱、暴動、戦争その他人為的な現象であっ

て、市及び事業者のいずれの責めにも帰さないものをいう。 

10 「提案書」とは、本事業の入札において落札者が市に対して提出した本事業に関す

る一切の提案をいう。 

11 「入札説明書等」とは、入札説明書及びその添付資料、質問回答書及びその添付資

料をいう。 

12 「要求水準書」とは、市が作成した、本事業の実施に関し市が事業者に要求する業

務水準及び仕様を示すものとして入札説明書の添付書類として公表されたものを

いい、質問回答及び本契約に規定する手続に従い変更された後のものを含む。 

13 「構成員」とは、本事業の入札の落札者である入札参加者グループを構成する企業

のうち、事業者の株主である者をいう。 

14 「協力会社」とは、本事業の入札の落札者である入札参加者グループを構成する企

業のうち、事業者の株主とはならず、事業者から直接本事業に関する業務を請け負

い又は業務の委託を受ける者をいう。 

15 「基本協定」とは、本事業に関し市と本事業の入札の落札者である入札参加者グル

ープが令和 年 月 日付けで締結した本事業に関する基本協定をいう。 

16 「本件施設」、「施設備品」、「食器・食缶等」、「調理備品」の各用語は、要求水準書

に定義された意味を有するものとする。 

 

 



 

20 

別紙２ 
 

モニタリング及び委託料の減額等 

 
 
 

[入札説明書別紙３を参照] 
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別紙３ 
 

委託料の金額、支払方法及び改定方法等 

 

 

 

[入札説明書別紙２を参照] 



 

22 

別紙４ 
 

事業者が付保する保険 

 
 

事業者は、次に記載された保険の内容に関し、それぞれを充足する水準で保険を付保
するものとする。保険契約は、１年毎の更新でも認めることとする。 
 

（＊提案書の内容が以下を上回る水準である場合は、以下に追記する。） 
 

 
1 第三者賠償責任保険 

(1) 保険契約者：事業者 
(2) 被保険者 ：市、事業者、下請人等 
(3) 保険の対象：事業者の引継等業務及び維持管理・運営業務に起因する第三者賠

償損害 
① 施設・昇降機賠償責任保険 

施設・昇降機の所有・使用・管理に起因した第三者賠償損害 
② 請負業者賠償責任保険 

ビルメンテナンス等施設の維持管理業務に起因した第三者賠
償損害 

③ 生産物賠償責任保険 
給食業務において提供した飲食物に起因して発生した食中毒
等の第三者賠償損害を補償。 

(4) 保険の期間：準備期間及び維持管理・運営期間 
(5) 保険金額 ：①②対人１億円／１名、10 億円／１事故、対物 10 億円／１事故 

③対人１億円／１名、10 億円／１事故、期間中 10 億円 
(6) 免責金額 ：1、000 円 

 
2 自動車保険 

(1) 保険契約者：事業者又は下請人 
(2) 被保険者 ：市、事業者、事業者からの受託者 
(3) 保険の対象：配送に使用する自動車の運行に起因した対人・対物賠償事故、 

搭乗者の傷害事故、車輌損害を補償 
(4) 保険の期間：維持管理・運営期間 
(5) 保険金額 ：対人無制限、対物無制限、搭乗者傷害、車両保険 

 

3 普通火災保険 

（1） 保険の対象：本件施設 
（2） 保険の期間：維持管理・運営期間 
（3） 補償額  ：本件施設の再調達価格 
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別紙５ 
 

法令変更の場合の費用分担規定 

 

法令変更 市負担割合 事業者負担割合 

a) 本事業に直接関係する法令の変更の場合 100％ 0％ 

b) 
本事業に直接関係する税制度の新設、変更に

関する法令の変更 
100％ 0％ 

c) 
上記記載の法令以外の法令の変更（税制度の

新設、変更を含む。）の場合 
0％ 100％ 

 

なお、本事業に直接関係する法令とは、特に本件施設及び本件施設と類似のサービスを

提供する施設の維持管理・運営その他に関する事項を直接的に規定することを目的とし

た法令を意味するものとし、事業者に対して一般に適用される法令の変更は含まれない

ものとする。また、本契約締結後、本事業に直接関係する税制度の新設、変更により事

業者に新たな税の課税が生じた場合で、事業者に本契約の履行に関する費用の増加又は

減少が生じる場合には、当該増加又は減少分を委託料に反映させるべく、市と事業者が

協議を行うものとする。 
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別紙６ 

 

不可抗力の場合の費用分担規定 

 

本契約の期間中に不可抗力が生じた場合、１年度中に発生した追加費用のうち累計

で本件施設の年間の委託料相当額（準備期間にあっては維持管理・運営業務開始年

度の委託料相当額）の 100 分の１に至るまでは事業者が負担するものとし、これを

超える額については市が負担するものとする。ただし、事業者又は事業者から引継

等業務又は維持管理・運営業務の全部又は一部を委託する者が加入する保険に基づ

き市以外の被保険者が不可抗力により保険金を受領した場合で、当該保険金の額が

上記年度の委託料相当額の 100 分の１を超えるときは、当該超過額は、市が負担す

べき追加費用額から控除するものとする。 
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別紙７ 
 

保証書の様式 

 
 

令和 年 月 日 
 
千葉市 
千葉市長 ○○ ○○ 
 
 

出資者保証書 
 
 

千葉市及び[     ]（以下「事業者」という。）間で本日付で締結された千葉市新
港学校給食センター維持管理運営長期包括事業に係る運営包括委託契約（以下「包括委
託契約」という。）に関して、「出資者」である[     ]、[     ]、[     ]
（以下「当社ら」という。）は、本日付を持って、貴市に対して下記の事項を誓約し、か
つ、表明及び保証致します。なお、特に明示の無い限り、本出資者保証書において用い
られる語句は事業契約において定義された意味を有するものとします。 
 

記 
 
1 事業者が、令和 年 月 日に会社法（平成 17 年法律第 86 号）上の株式会社とし

て適法に設立され、本日現在有効に存在すること。 
2 事業者の本日時点における発行済株式総数は[  ]株であり、うち、[  ]株を

[  ]が、[  ]株を[  ]が、[  ]株を[  ]が、それぞれ保有していること。 
3 事業者が本件事業を遂行するために行う資金調達を実現することを目的として、当

社らが保有する事業者の株式を金融機関に対して譲渡し、又は同株式上に担保権を
設定する場合、事前にその旨を貴市に対して書面により通知しその承諾を得た上で
行うこと。 

4 前項に規定する場合を除き、当社らは、事業契約が終了する時まで事業者の株式を
保有するものとし、貴市の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権
の設定その他一切の処分を行わないこと。 

5 前項又は前々項により貴市の承諾を得て事業者の株式を譲渡する場合、あらかじめ
譲受人から、貴市の承諾がなければ事業者の株式を譲渡し、又はこれに担保権を設
定するほか一切の処分を行わない旨の誓約書を貴市に対して提出させること。 

 
以上 

 
 

代表企業 
住  所 
[   ]株式会社 

代表者 
代表取締役[        ]印 

 
 
住  所 
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[   ]株式会社 
代表者 
代表取締役[        ]印 

 
 
住  所 
[   ]株式会社 

代表者 
代表取締役[        ]印 
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別紙８ 
 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 
第１ 事業者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するた
めの個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律
第 57 号。以下「法」という。）及び行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律(平成 25 年法律第 27 号。以下「番号法」という。)を遵守し、
個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければなら
ない。 

（秘密の保持） 
第２ 事業者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知ら
せ、又は不当な目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後に
おいても同様とする。 

（適正な管理） 
第３ 事業者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、改ざん及び毀損
の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な千葉市の保有する個人情報の
適切な管理のための措置に関する指針及び千葉市情報セキュリティ対策基準に定め
る措置と同等以上の措置（特定個人情報を取り扱う場合は、「特定個人情報の適正な
取扱いに関するガイドライン(行政機関等・地方公共団体等編)」の「（別添）特定個人
情報に関する安全管理措置(行政機関等・地方公共団体等編)」に定める措置と同等以
上の措置）を講じなければならない。 

２ 事業者は、この契約による事務に係る個人情報を適正に管理させるために、個人情
報管理責任者を設置し、その者をして、この契約による事務に係る個人情報を取り扱
う場合に遵守すべき事項（安全管理措置に係る事項を含む。）、関係法令等に基づく罰
則の内容及び民事上の責任その他事務の適切な履行のために必要な事項に関する研
修等を行わせることとするとともに、市にその責任者及び研修等の実施計画を報告し、
また、当該研修等の実施後、速やかにその旨を報告しなければならない。 

３ この契約による事務に係る個人情報の管理について、不適正な取扱いがあると認め
られるときは、市は事業者に対し、必要な措置を講じるよう求めるものとする。 

（従事者への周知及び監督） 
第４ 事業者は、この契約による事務に従事する者（以下「従事者」という。）を明確に
し、その者の氏名及び所属を、個人情報管理責任者、個人情報作業責任者、個人情報
作業従事者及び情報授受担当者などの役割並びに特定個人情報の取扱いの有無を明
らかにして、市の求めに応じてその内容を市に通知しなければならない。 

２ 事業者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関し
て知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない
ことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を了知させるとともに、市の求めがあ
った場合にその了知させたことが分かる書面等を提出しなければならない。 

３ 事業者は、前項の了知の際、従事者に対し、この契約による事務に従事している者
又は従事していた者が、個人情報の違法な利用及び提供に関して法及び番号法で規定
する罰則が適用される可能性があることを周知しなければならない。 

４ 事業者は、従事者に対し、この契約による事務を処理するために取り扱う個人情報
の適切な管理が図られるよう、必要かつ適切な監督を行わなければならない。この契
約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（取得の制限） 
第５ 事業者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するときは、当
該事務を処理するために必要な範囲内で、偽りその他不正の手段により個人情報を取
得してはならない。 
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（目的外の利用又は第三者への提供の禁止） 
第６ 事業者は、この契約による事務に係る個人情報を当該事務を処理する目的以外の
目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（複写等の禁止） 
第７ 事業者は、市の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務を処理する
ために取得し、又は市から貸与された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複
製してはならない。 

（再委託の禁止等） 
第８ 事業者は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものと
し、第三者に取り扱わせてはならない。ただし、次に掲げる事項を市に対して報告の
上、あらかじめ再委託先において講じられる安全管理措置が市と同等程度であると認
められるものとして市の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

（１）再委託が必要な理由 
（２）再委託先 
（３）再委託の内容 
（４）再委託先が取り扱う情報 
（５）事業者の再委託先に対する監督方法 
２ 事業者は、前項ただし書の規定により個人情報を取り扱う事務を再委託先に取り扱
わせる場合には、この契約により事業者が負う義務を、あらかじめ契約書等で市が指
定する事務を除き、「市」を「事業者」に、「事業者」を「再委託先」に読み替えて、
再委託先に対しても遵守・履行させるとともに、事業者と再委託先との間で締結する
契約書等においてその旨を明記しなければならない。この場合において、事業者は、
市の提供した個人情報並びに事業者及び再委託先がこの契約による事務を処理する
ために取得した個人情報をさらに委託するなど、第三者に取り扱わせることを禁止し
なければならない。 

３ 事業者は、再委託先の当該業務に関する行為及びその結果について、再委託先との
契約の内容にかかわらず、市に対して責任を負うものとする。 

４ 前３項の規定は、再委託先が事業者の子会社である場合も同様とする。 
（作業場所の指定等） 
第９ 事業者は、この契約による事務の処理（個人情報を取り扱うものに限る。次項及
び第３項において同じ。）については、市の庁舎内において行わない場合、当該事務を
処理しようとする場所における個人情報の適正管理の実施その他の措置について、あ
らかじめ市に届け出て、市の承諾を得た場合には、当該作業場所において事務を処理
することができる。 

２ 事業者は、市の庁舎内においてこの契約による事務の処理を行うときは、市の指定
する時間に実施するものとする。この場合において、事業者は、従事者に対して、そ
の身分を証明する書類を常時携帯させなければならない。 

３ 事業者は、この契約による事務の処理をするために取り扱う個人情報を、市の庁舎
内又は第１項の規定により市の承諾を受けた場所から持ち出してはならない。 

（資料等の運搬） 
第１０ 事業者は、従事者に対し、個人情報が記録された資料等の運搬中に資料等から
離れないこと、電磁的記録の資料等は暗号化等個人情報の漏えい防止対策を十分に講
じた上で運搬することその他安全確保のために必要な指示を行わなければならない。 

（資料等の返還等） 
第１１ 事業者は、この契約による事務を処理するために市から貸与され、又は事業者
が取得し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の終了後直ち
に市に返還し、又は引き渡すものとし、その他市の承諾を得て行なった複写又は複製
物を含むこの契約による事務を処理するために用いた個人情報については、廃棄又は
消去し、いずれにおいても市にその旨の報告をしなければならない。なお、この契約
による事務を処理するために用いた個人情報を保存していた電子媒体等を廃棄等す
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る場合は、復元できないよう措置を講ずるものとする。ただし、市が別に指示したと
きは、当該方法によるものとする。 

（情報の授受等） 
第１２ 第 11 に定める資料等の返還及び成果物の授受（以下「授受等」という。）は、
第４の規定によりその役割を果たすべき者として市に届け出られている者が行うも
のとする。 

２ 授受等が、契約書等で市が指定することにより、市と事業者との直接のやり取りに
なっていない場合は、事業者は、その授受等の方法について、あらかじめ市に承認を
得なければならない。 

（事故発生時における報告） 
第１３ 事業者は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態及び受託した事務に係る
個人情報の漏えい、毀損、滅失等が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったとき
は、速やかに市に報告し、市の指示に従うものとする。この契約が終了し、又は解除
された後においても同様とする。 

２ 前項の規定による報告があった場合において、市は、事業者の意図に関わらず、市
民に対して適切な説明責任を果たすため、必要な範囲においてその内容を公表するこ
とができる。 

（検査等の実施） 
第１４ 市は、事業者がこの契約による事務を処理するに当たっての作業の管理体制及
び実施体制や個人情報の管理状況について、安全確保の措置の実施状況を確認するた
め、年１回以上、実地（同一内容の委託事務において委託先や委託先が個人情報を取
り扱う場所が複数ある場合は、そのうちの一か所以上）に検査するものとする。ただ
し、以下のいずれかに該当する場合は、事業者からの書面の提出をもって替えること
ができる。 

（１）書面による確認で足りる場合 
（２）委託先又は委託先が個人情報を取り扱う場所が遠方である場合 
（３）その他実地検査ができないことについてやむを得ない理由があるとき 
２ 事業者は、市から前項の求めがあったときは、速やかにこれに従わなければならな
い。 

（資料等の提出） 
第１５ 市は、市の保有個人情報と認められる情報が記載されている資料等について、
必要に応じて提出を求めることができるものとする。 

２ 事業者は、市から前項の求めがあったときは、速やかにこれに従わなければならな
い。 

（契約の解除及び損害賠償） 
第１６ 市は、次のいずれかに該当するときには、契約の解除及び損害賠償の請求をす
ることができるものとする。 

（１）この契約による事務を処理するために事業者が取り扱う個人情報について、事業
者又は再委託先の責めに帰すべき事由により市又は第三者に損害を与えたとき。 

（２）前号に掲げる場合のほか、事業者がこの個人情報取扱特記事項に違反していると
認めたとき。 

（補則） 
第１７ この個人情報取扱特記事項に規定する各種書類の提出期限は、市が別に指定す
る。 

 
 
＜個人情報保護法における罰則関係規定の抜粋＞ 
第１７６条 行政機関等の職員若しくは職員であった者、第 66 条第２項各号に定める業
務若しくは第 73 条第５項若しくは第 121 条第３項の委託を受けた業務に従事してい
る者若しくは従事していた者又は行政機関等において個人情報、仮名加工情報若しく



 

30 

は匿名加工情報の取扱いに従事している派遣労働者若しくは従事していた派遣労働
者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第 60 条第２項
第１号に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含
む。）を提供したときは、２年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。 

第１７８条 第 148 条第２項又は第３項の規定による命令に違反した場合には、当該違
反行為をした者は、１年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。 

第１７９条 個人情報取扱事業者（その者が法人（法人でない団体で代表者又は管理人
の定めのあるものを含む。第 184 条第１項において同じ。）である場合にあっては、
その役員、代表者又は管理人）若しくはその従業者又はこれらであった者が、その業
務に関して取り扱った個人情報データベース等（その全部又は一部を複製し、又は加
工したものを含む。）を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は
盗用したときは、１年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処する。 

第１８０条 第 176 条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己
若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の
懲役又は 50 万円以下の罰金に処する。 

第１８２条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、50 万
円以下の罰金に処する。 

（１） 第 146 条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の
報告をし、若しくは虚偽の資料を提出し、又は当該職員の質問に対して答弁をせず、
若しくは虚偽の答弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

（２） 略 
第１８３条 第 176 条、第 177 条及び第 179 条から第 181 条までの規定は、日本国外に
おいてこれらの条の罪を犯した者にも適用する。 

第１８４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ
の法人又は人の業務に関して、次の各号に掲げる違反行為をしたときは、行為者を罰
するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰
金刑を科する。 

（１）第 178 条及び第 179 条 １億円以下の罰金刑 
（２）第 182 条 同条の罰金刑 
２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人
が、その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者と
する場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 

第１８５条 次の各号のいずれかに該当する者は、10 万円以下の過料に処する。 
（１）第 30 条第２項（第 31 条第３項において準用する場合を含む。）又は第 56 条の規
定に違反した者 

（２）第 51 条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 
（３）偽りその他不正の手段により、第 85 条第３項に規定する開示決定に基づく保有
個人情報の開示を受けた者 

 
＜番号法における罰則関係規定の抜粋＞ 
第４８条 個人番号利用事務等又は第７条第１項若しくは第２項の規定による個人番
号の指定若しくは通知、第８条第２項の規定による個人番号とすべき番号の生成若し
くは通知若しくは第 14 条第２項の規定による機構保存本人確認情報の提供に関する
事務に従事する者又は従事していた者が、正当な理由がないのに、その業務に関して
取り扱った個人の秘密に属する事項が記録された特定個人情報ファイル（その全部又
は一部を複製し、又は加工した特定個人情報ファイルを含む。）を提供したときは、４
年以下の懲役若しくは 200 万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  

第４９条  前条に規定する者が、その業務に関して知り得た個人番号を自己若しくは
第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、３年以下の懲役若し
くは 150 万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。  
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第５０条  第 25 条（第 26 条において準用する場合を含む。）の規定に違反して秘密を
漏らし、又は盗用した者は、３年以下の懲役若しくは 150 万円以下の罰金に処し、又
はこれを併科する。  

第５１条  人を欺き、人に暴行を加え、若しくは人を脅迫する行為により、又は財物の
窃取、施設への侵入、不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平
成 11 年法律第 128 号）第２条第４項に規定する不正アクセス行為をいう。）その他の
個人番号を保有する者の管理を害する行為により、個人番号を取得した者は、３年以
下の懲役又は 150 万円以下の罰金に処する。  

２  前項の規定は、刑法（明治 40 年法律第 45 号）その他の罰則の適用を妨げない。  
第５２条  国の機関、地方公共団体の機関若しくは機構の職員又は独立行政法人等若
しくは地方独立行政法人の役員若しくは職員が、その職権を濫用して、専らその職務
の用以外の用に供する目的で個人の秘密に属する特定個人情報が記録された文書、図
画又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること
ができない方式で作られる記録をいう。）を収集したときは、２年以下の懲役又は 100
万円以下の罰金に処する。  

第５２条の３ 第45条の２第３項の規定に違反して秘密を漏らし、又は盗用した者は、
２年以下の懲役若しくは 100 万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

第５３条  第 34 条第２項又は第３項の規定による命令に違反した者は、２年以下の懲
役又は 50 万円以下の罰金に処する。  

第５３条の２ 第 21 条の２第８項又は第 45 条の２第９項において準用する第 34 条第
２項又は第３項の規定による命令に違反した者は、１年以下の懲役又は 50 万円以下
の罰金に処する。 

第５４条  第 35 条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽
の報告をし、若しくは虚偽の資料を提出し、又は当該職員の質問に対して答弁をせず、
若しくは虚偽の答弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、１年
以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処する。  

第５５条  偽りその他不正の手段により個人番号カードの交付を受けた者は、６月以
下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処する。  

第５５条の２ 第 21条の２第８項又は第45条の２第９項において準用する第３５条第
１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告をし、若しく
は虚偽の資料を提出し、又は当該職員の質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答
弁をし、若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、30 万円以下の罰金に処
する。 

第５６条  第 48 条から第 52 条の３までの規定は、日本国外においてこれらの条の罪
を犯した者にも適用する。  

第５７条  法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下
この項において同じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、使用
人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して次の各号に掲げる違反行為をし
たときは、その行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、
その人に対して各本条の罰金刑を科する。 

（１） 第 48 条、第 49 条及び第 53 条 １億円以下の罰金刑 
（２） 第 51 条及び第 53 条の２から第 55 条の２まで 各本条の罰金刑 
２  法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理
人が、その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者
とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 
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別紙９ 
 

暴力団等排除に係る契約解除と損害賠償に関する特約 

 
（総則） 
第１条 この特約は、この特約が添付される契約（以下「本契約」という。）と一体をな
す。 

（表明確約） 
第２条 契約の相手方（以下「事業者」という。）は、次の各号のいずれにも該当しない

ことを表明し、かつ、将来にわたっても該当しないことを確約する。 
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。以下同じ。）の役員等（個人である場合は

その者、法人である場合はその代表者、非常勤を含む役員、その支店若しくは営業
所を代表する者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与し
ている者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同
じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）で
ある。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者に不正の利益を図る目的、又は第三者に
損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す
るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい
る。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用する
などしている。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。 
２ 事業者は、前項各号のいずれかに該当する者を下請負人等（下請負人（下請が数次
にわたるときは、すべての下請負人を含む。）、受任者（再委任以降のすべての受任者
を含む。）及び下請負人若しくは受任者が当該契約に関して個別に契約する場合の当
該契約の相手方をいう。）としないことを確約する。 

（暴力団等排除に係る解除） 
第３条 市は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解除すること
ができる。 
（１）事業者が前条第１項各号に該当するとき。 
（２）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が前

条第１項各号のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと
認められるとき。 

（３）事業者が、前条第１項各号のいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材
料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合に、市が事業者に対して当該契
約の解除を求め、事業者がこれに従わなかったとき。 

２ 事業者が協同組合及び共同企業体である場合における前項の規定については、その
代表者又は構成員が同項各号のいずれかに該当した場合に適用する。 

３ 事業者は、前二項の規定により契約が解除された場合は、違約金として、委託料の
10 分の１に相当する額を市が指定する期限までに支払わなければならない。 

４ 契約を解除した場合において、契約保証金が納付されているときは、市は、当該契
約保証金を違約金に充当することができる。 

５ 市は、本条第１項及び第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより事
業者に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

６ 本条第１項及び第２項の規定により契約が解除された場合に伴う措置については、
契約の定めるところによる。 
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（不当介入の排除） 
第４条 事業者は、本契約の履行に当たり、以下の事項を遵守しなければならない。 
（１）暴力団又は暴力団員から不当又は違法な要求並びに適正な履行を妨げる行為（以

下「不当介入」という。）を受けたときは、毅然として拒否し、その旨を速やかに市
に報告するとともに、所轄の警察署に届け出ること。 

（２）事業者の下請業者が、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたときは、毅然
として拒否し、事業者に速やかに報告するよう当該下請業者を指導すること。また、
下請業者から報告を受けた際は、速やかに市に報告するとともに、所轄の警察署に
届け出ること。 

（不当介入排除の遵守義務違反） 
第５条 市は、事業者が前条に違反した場合は、千葉市物品等入札参加資格者指名停止
措置要領の定めるところにより、指名停止の措置を行う。事業者の下請業者が報告を
怠った場合も同様とする。 

 
 


